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研究成果の概要（和文）：研究の成果は次のように要約できる。1)国立大学の偏差値がなぜ私立大学よりも高い
のかを理解するためのデータ整備と推計が行われた。2)共通一次試験導入が卒業生に占める役員昇進者の割合に
与える分析をDiscussion Paperとして完成させ、同様の分析を政治家・官僚の分析等でも行えるようデータ整備
を行った。3)学歴と社会的成功の分析の前段階として行われたいくつかのキャリア分析を海外誌やDiscussion 
Paperに掲載した。4)大学入試の効率性についての構造推計分析の研究発表を行い、技術的問題を解決し完成へ
と近づけた。5) 大学入試改革の議論の基礎となるデータを公開するための準備を行った。

研究成果の概要（英文）：The results of the research can be summarized as follows: 1) Data were 
developed and estimated to understand why deviation values of national universities are higher than 
those of private universities; 2) An analysis of the impact of the introduction of the Joint 
First-Stage Achievement Test on the percentage of graduates promoted to executive positions was 
completed as a Discussion Paper, and the data preparation for the similar analyses were conducted 
for politicians, bureaucrats, etc. 3) Several career analyses conducted as a preliminary step in the
 analysis of academic background and social success were published in foreign journals and 
Discussion Papers. 4) A structural estimation analysis of the efficiency of university entrance 
examinations was presented, and technical problems were solved and brought to completion. 5) We made
 preparations for the publication of data that will serve as the basis for discussions on the reform
 of university entrance examinations.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
今回の研究は複数の方向性を持った学術的・社会的貢献を含んでいると考える。まず、共通一次試験導入の長期
効果の分析や大学入試の効率性分析等は、大学入試の在り方を考える際に考慮に入れるべき政策に対する示唆を
含んだものとなっている。次に、大学偏差値の決定に関する分析および江戸時代のキャリアに与える「学問吟
味」の役割の定量分析等は、新しい領域を切り開く論文となることが期待される。最後に、それらの分析を行う
中で蓄積されたデータと数々の新しい分析手法は、今後多くの人々に利用される可能性があり、学術的に影響力
の大きいものになる可能性が高い。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

 

本研究課題の申請時の背景には、文部科学省が 2020 年に大学入試改革を企図し、知識の暗記・

再生をベースとした画一的な試験からの脱却を図ろうとしていたことが挙げられる。共通一次

の導入を出発点として現在にまで続く現行の入試制度のあり方が一体どの程度人材の育成と選

別に役立ってきたのかということに関しては定量的な研究は私が知る限りない。入試改革がも

たらす経済効果について、研究者としての知見を提供することには大きな意義があるのではな

いかということが背後の問題意識としてあった。特に、共通一次以降の入試制度を経験した世

代は、リーダーとしての活躍はこれからである人が多いため、共通一次の導入が、リーダーの

育成・選別に与える効果に関しての研究はまさに今から進められるべき課題であろう。その際

の基本的な問いは、果たして日本の大学入試制度が人材の育成と選別のために果たしている役

割と課題は何であろうか？ということである。 

 

２．研究の目的 
 

本研究プロジェクトでは、大学入試のデータをマクロ・ミクロ両面から分析し、社会が求める

人材を輩出するうえで日本の大学入試制度が果たしている役割と抱えている問題点を整理する

ことを目的とした。より具体的には、次のような 5 つの課題をあげていた。1）国公立優位の偏

差値構造の社会的影響の分析 2）共通一次導入と人材配置の関係の分析 3）学歴と社会的成

功の関係の分析 4）現在の日本の大学入試制度の効率性分析 5）2020 年度高大接続改革の経

済分析。ただし、2020 年に大学入試改革の失敗、およびコロナによる入試環境の変化が生じた

ため、5）については、当初掲げていた「2020 年度高大接続改革の経済分析」から、「大学入試

改革の議論の基礎になりうるデータの整備」を目標とすることに切り替えた。 

 
３．研究の方法 
 

（１） 国公立優位の偏差値構造の社会的影響については、河合の「栄冠目指して」を入力し

た学科別入試科目別大学偏差値予想ランキングとリクルートの「大学別就職先調べ」

等を組み合わせることで、国公立と私立の偏差値が産業の変化や労働市場の変化にど

のように反応しているのかを調べる。 

（２） 共通一次導入と人材配置の関係の分析においては、河合の「栄冠目指して」を入力し

た学科別入試科目別大学偏差値予想ランキングと複数の人事データを組み合わせるこ

とで共通一次が将来のリーダー候補の選抜に与えた効果の計量分析を行う。 

（３） 学歴と社会的成功の関係の分析の前提として出世のメカニズムの解明、および学歴主

義の起源の分析の二つを行う。 

（４） 大学入試の効率性分析においては、某予備校から購入した大学入試の個人データを用

いて、大学入試に係る構造推計分析を行う。 

（５） 大学入試改革の議論の基礎になりうるデータの整備としては、今まで蓄積してきたデ

ータを将来的に多くの人が利用できるようにするための準備を行う。 

 
４．研究成果 
 



（１） 国公立優位の偏差値構造を理解するために、以前より佐野・瀧井は偏差値決定の要因

を国公立と私立にわけて分析してきた。大学に対する需要と供給を調整するように偏

差値が調整されているモデルを考えると、大学定員と大学への志願者数に影響を与え

る変数が偏差値を決定するはずである。推計結果からわかってきたことは、国公立で

は大学定員の増大は予想どおり偏差値に負の影響を与えるが、私立ではそういった効

果は得られないということであった。一つの可能性として我々が立てた仮説は私立大

学においては定員と合格者数の間に大きな隔たりがあるため、各大学・学部ごとの合

格者数のデータを整理しないと正確な偏差値決定モデルはできないのではないかとい

うことであった。そのため、合格者数や志願者数のデータ整備が分析のための大きな

課題となり、その作業に現在も多くの時間を費やしている。一方で、佐野・瀧井・中

村・平田は、河合の「栄冠目指して」を入力した学科別入試科目別大学偏差値予想ラ

ンキングとリクルートの「大学別就職先調べ」等を組み合わせ、国公立大学において

各大学・学部の卒業生が上場企業への就職をどの程度決めているかということが、そ

の次の年の偏差値へ影響を与えていることを確認している。学生の所属した大学の偏

差値を学生の能力指標として扱う論文は存在するが、そもそもその偏差値がどのよう

に社会環境によって影響を受けるのかといった視点の論文は存在しない。そのため、

この論文が完成すると今まであまり焦点が当てられてこなかった日本の大学の偏差値

の決定について考察した最初の論文となることが期待される。 

（２） 共通一次導入と人材配置の関係の分析においては、河合の「栄冠目指して」を入力し

た学科別入試科目別大学偏差値予想ランキングと役員四季報のデータと組み合わせた

データを分析するという以前から行ってきた研究をまとめた論文を完成させ、Hirata, 

Sano and Takii (2021)としてWorking Paper を公表した。その論文では、共通一次導

入の結果、強制的に多様な受験科目を課す必要が生まれた国公立大学が偏差値を下げ

る一方、卒業生に占める役員昇進者の割合を増やしたという結果を得ており、その後

も、海外雑誌への投稿を積み重ね、修正を重ねてきたが、その結果データを拡張した

り推計を繰り返したりしても当初得られた結果が覆ることはないことが確かめられて

きている。この結果は、もし将来の経済的リーダーを育てるということが大学のミッ

ションの一つであるならば、偏差値を引き上げるために受験科目数を少なくすること

は望ましくないことを示唆しており、政策的意味合いの強い結果となっている。また、

時事通信社や時評社から得た、政治家・官僚のデータを整備し、上記と同様の手法で

推計を行い、受験科目数の増大は政治家や官僚の排出を増やすのかといった問いに答

えることや、リクルートの「大学別就職先調べ」を整備し、各大学・学部から上場企

業に就職した人数の割合を推計することで、共通一次導入が、各大学・学部から上場

企業に就職した人の割合をどのように変更させたのかを分析することを企図したが、

データ整備に多大な時間を使うこととなった。これらの経験を通じて信頼に足るデー

タを作り上げることがどれだけ難しいかを理解することとなった。 

（３） 学歴と社会的成功の関係の分析の前提として次のような分析が進んだ。 

① 学歴が企業の中で役立つためには、企業の中でgeneral skillを必要としており、

このgeneral skillの習得を企業内部で行うということが困難であるということ

が前提となる。この観点について以前から考察を続けてきた2本の論文が最近海

外誌に掲載が決定された。 

1. 瀧井が佐々木、万との共同で執筆していた論文がTakii, Sasaki and Wan 



(2020)“としてJournal of the Japanese and International Economiesに

出版された。この論文では、企業の役員昇進は幅広いキャリアを要すると

いう先行研究を受け、幅広いキャリアを形成することのコストを軽減する

ために企業内部で起こりうるキャリアパスについての仮説を立て検証して

いる。この分野において極めて独創的な視点を持った論文である。 

2. また、平田・鈴木・瀧井で行ってきた論文はHirata, Suzuki and Takii 

(2019)という形でDiscussion Paperをまとめ、2023年4月にIZA Journal of 

Labor Economicsへの出版が決まった。この論文においては、従業員として

の経験は企業特殊であるが、取締役の経験はかなりgeneral skill的要素を

含む可能性があることを示唆しているだけでなく、経営陣のような選別さ

れた個人データに学歴等が影響を与えるときのセレクションバイアスを解

決する方法も開発しており、方法論的にも他の研究に影響を与えうる論文

となっている。 

② 次に、学歴のもたらす昇進効果を分析するためには、まず、文字データである

人事データを使って現在ついているポジションがどれだけ将来の昇進にとって

有望なポジションなのかを数量化する必要がある。Kojima and Takii (2019)と

してまとめた論文は、こうした指標を作り、その有効性を示すことを企図し

た。具体的には、国交省の人事異動の文字データを使って、そのジョブから将

来局長に昇進できるスピードと可能性を考慮した新しいJob Valueという指標を

提案した。その結果、課長・部長といった通常の階層ランクを用いるだけでは

発見できなかった実質的降格やFast Trackといった現象が、国交省のキャリア

にも存在することが発見されている。その後、論文投稿によって得られたコメ

ントを参考に論文を改訂し、ファクトについての頑強性のチェックを確認する

だけでなくファクトを統一的に説明するモデルを作ることに成功した。それら

をまとめて現在、Review of Economics and Statisticsに投稿している。さら

に、この論文は5月中にKojima and Takii (2023)として公表する予定である。

この論文によって提案されたJob Valueという新しい手法は広範囲の昇進分析に

応用可能であるため、昇進分析のLiteratureの中で今後大きな影響力を持つ論

文となる可能性があると考えられる。 

③ 最後に、山崎・高槻・瀧井は学歴主義の起源を探るため、1792年における学術

試験である「学問吟味」の合格者名簿と幕臣のキャリアデータである「柳営補

任」を結び付け、学歴効果の歴史的起源を分析した。この分析は2022年3月に中

間報告を行い、昇進と一定の関連があることを確認した。江戸時代のキャリア

のデータ分析はいまだ手つかずの領域であり、新しい領域を切り開く論文とな

ることが期待される。 

（４） 大学入試の効率性分析においては、某予備校から購入した大学入試の個人データを用

いて次のような進展が見られた。 

① 北野、森、中嶋、瀧井は医学部の大学入試のデータを用いて、医学部定員の変

化等がもたらす社会的効果を分析している。大学入試の偏差値は複雑な一般均

衡の結果実現すると考えられるため、それを精密に分析するためには構造推計

分析を要する。しかしながら、どうしても一般均衡の解を求めながら構造推計

のパラメータを推計するには時間がかかり、論文の進展が遅れていた。いくつ



かの技術的工夫を凝らすことで、今回、一般均衡モデルのパラメータを推計す

ることに成功した。現在、モデルの推計結果が妥当な範囲に落ち着きつくこと

を確認している。今後、医学部定員のカウンターファクチュラル分析を行い、

政策的インプリケーションを明確にすることを企図している。 

② 大学入試における情報の問題を明らかにするため、森と瀧井は「B判定がどの程

度、その後の志望校変化に影響を与えるのか」という問いに不連続回帰デザイ

ンを使って分析を行い、ぎりぎりC判定だった人はぎりぎりB判定であった人に

比べて有意に志望校を変更していることを発見した。その結果を受けて、森と

瀧井は、出てきた結果の経済学的意味を明らかにするために、人々はLimited 

Attentionの制約を持っているという仮定を組み込んだモデルを構造推計するこ

とに成功した。現在、その構造推計モデルのパラメータの頑強生を確認してい

る。今後、受験生にどのように情報を与えるべきかという点からのカウンター

ファクチュラル分析を行うことで受験の在り方に新しい視点を提供する論文と

なるであろうと思われる。 

（５） 大学入試改革の議論の基礎になりうるデータの整備としては、次の二つのことを行い

将来的に公開できるよう準備を行っている。データ作成者以外にも利用可能なデータ

を作り上げることの困難さに日々格闘しているが、これらが公開されると学術試験の

社会効果を分析する上で必要不可欠なデータになると信じている。 

① 1971年入学から1989年入学までの大学・学部の入試科目及び大学偏差値データ、

それに対応する志願者数や合格者数のデータと卒業年度の卒業生の就職情報デ

ータ、卒業大学・学部・卒業年を記載した2007年以降の公務員・政治家の人事

リスト 

② 1792年の学術試験である「学問吟味」の合格者名簿と幕臣のキャリアデータで

ある「柳営補任」の電子化。 
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